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 ２０２０年の年初から世界的に急速拡大した新型コロナウイルス感染症は、

わが国を含めて、今もなお感染拡大が続いている地域も多くあります。その結

果世界経済が急速な減速を余儀なくされるなかで、わが国もその感染状況から、

いましばらくは経済的不況から抜けだせる予測が立ちません。 

 わが国でも、政府による３度の緊急事態宣言の発令にも拘わらず、感染の拡

大制御には困難を極め、医療現場は未だ大きな混乱の中にあります。新たな感

染症の終息は先が見通せず、第四波の襲来が心配されています。 

今回の新たな感染症の拡大によって日本の医療の構造が大きく変化せざるを

得ない状況に追い込まれており、これが地域医療の崩壊を招くリスクを極大化

しております。 

２０２５年に向けた地域医療構想の実現や２０４０年にかけての人口減少社

会に向けた一層の取り組みを強化すべきではありますが、まずはこの COVID-19

拡大による医療崩壊の危機を乗り越えるための予算が必要であります。 

四病院団体協議会は令和 4 年度において特に別紙の予算措置を要望いたしま

す。 
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（別  紙） 

Ⅰ 新型コロナウイルス感染症対策関連 

 

１ 感染防護用品、衛生用品等の確保 

N95マスク・防護服・ガウン・手袋や消毒液などの感染防護用品、衛生用品

の不足が恒常化しており、早急な解消が望まれる。 

こうした世界的規模のパンデミック発生時においても、感染防護用品、衛生

用品等を安定して確保できるよう、国内企業による生産増強に対する財政的補

助を要望する。 

 

２ 医療従事者への感染リスクへの対応 

感染リスクを負いながら、医療現場において新型コロナウイルス感染症患者

に対応している医療従事者に対し、感染防止の取組への診療報酬上の評価や感

染した場合の補償につき、十分な財政的補助を要望する。 

併せて、医療従事者の感染に伴い、その家族に感染が及んだ際の補償につい

ても要望する。 

 

３ 医療機関の経営破綻の防止 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、外来・入院共に大幅に患者数が減

少しており、病院の財政状態の悪化が懸念されている。特に、クラスターが発

生した医療機関は、院内での感染拡大等により医療提供体制が整えられない結

果、財政状況が急激に悪化することとなる。 

こうした医療機関の経営破綻を防ぎ、医療提供体制を維持・確保するための

財政的補助につき要望する。 

 

４ 緊急時の感染症対策基金等の創設 

今回のような新たな感染症によるパンデミックが今後も起こりうることを

想定し、緊急事態に対応できるよう、必要な時に柔軟性のある財政的支援（事

後的な経費を支弁できる）が可能な基金等の創設を要望する。 

また、医療コスト削減を行った諸外国において医療崩壊が起きていることを

踏まえ、診療報酬の増加や、地域医療構想の病床数の見直しを要望する。 
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５ 都道府県による医療機関財政救済基金の創設 

現在、新型コロナウイルス感染症の影響により、医療機関の経営は壊滅的な

状況になっている。福祉医療機構等による融資制度の拡充もあるが、据置期間

経過後には返済が必要な借入であり、抜本的な解決には至らない。 

 そこで、都道府県による医療機関の財政救済基金の創設を要望する。地域の

実情を把握している都道府県が、地域に必要な医療機関の救済を機動的に行う

ために、財政救済基金をその資金としてプールし、必要に応じて医療機関に資

金拠出をする。医療機関は当該資金を、劣後債である基金として受け入れ、将

来的に充実させた純資産額から基金を返済し同額の代替基金を計上する。これ

により、医療機関の経営の基盤となる純資産を毀損することなく、医療機関の

経営基盤の確立に寄与することが可能となる。 

 

 

Ⅱ 消費税関係 

 

１ 控除対象外消費税問題の解決までに要する予算措置 

控除対象外消費税を抜本的に解決するためには、医療に係る消費税の非課税

制度を見直し、原則課税に改めることも含めて、引き続き控除対象外消費税問

題についての検討を進めてゆく必要がある。 

検討のための具体的な方策として、実態調査や調査研究を行うための補助を

要望する。 

 

 

Ⅲ 働き方改革関係 

 

１ 医師の働き方改革に伴う医師確保に係る予算措置 

今般の医師の働き方改革に伴い、医療機関は医師の健康を保つために改革を

進めながら、地域医療を維持するため、さらなる医師の増員をしなければなら

なくなるのは明らかである。 

ついては、地域医療の維持に伴う医師確保において、診療報酬以外に医師の

人件費に相当する部分への予算措置を要望する。 
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２ 医師の働き方改革に伴うタスク・シフティング、タスク・シェアリングに

要する医療人材確保と育成に係る財政的補助 

医療機関においては早くから、特定の手技を看護師に、服薬指導を薬剤師に、

診断書の素案作成を事務職に委ねるなどのタスク・シフティング（業務の移管）

が進められている。また、チーム医療によるタスク・シェアリング（業務の共

同化）の試みも実施されている。 

  今後の働き方改革において、医師の労働時間の短縮のために医療機関内の

マネジメント改革として、このような取組を一層推進させるためにも、医療

機関でのタスク・シフティング、タスク・シェアリングに必要な医療人材確

保と養成に係る財政的補助を要望する。 

 

３ 医療人材（介護・介助職員等）の処遇改善への予算確保 

  現在、医療ニーズの多様化、医師等の偏在などを背景として医療機関にお

ける医療従事者の確保が困難な中で、質の高い医療提供体制が求められてい

る。病院は入院期間の長短に関わらず、患者にとって診療を受けるだけでな

く、日常生活へ復帰するための準備の場でもあり、看護に加えて介護や介助

はその機能発揮になくてはならない存在であるのが現状である。 

  かかる状況において、医療人材の確保が困難な将来にも亘る状況を踏まえ、

介護職員の処遇改善における予算措置ならびに医療人材の処遇改善について

の予算確保とそれに伴う財政的支援を要望する。 

 

４ ナースステーション、処置室、カンファレンスルーム、看護師等宿舎、院

内保育施設等の整備 

  ナースステーションや宿舎、院内保育施設等の整備を行うことで、勤務環

境の改善と福利厚生の充実を図り、看護職員等の離職防止と安定的な雇用継

続につなげる事業への支援拡充を要望する。 

 

５ 仕事と家庭の両立支援の推進（看護職員等再就業支援事業） 

  育児・介護等により離職した医師、看護師等の復職への継続的な支援は、

今後の働き手の減少を見据えると必須である。しかるに、一度離職した人材

は、そのブランク期間ゆえに復帰をためらうことがしばしばである。したが

って、働き手減少の将来へ向けて、積極的に研修等を実施している医療機関

への支援を要望する。 
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６ 医療従事者の育児休業に係る財政的補助 

医療は、２４時間３６５日の対応を求められる業種であり、限られた人数で

勤務する医療従事者は、仕事と育児を両立させることが困難となって、離職に

至るケースも多い。子育てと仕事の両立を支援し、離職防止や長期的に就業が

可能な人材を確保することは、医療機関の存続を左右する重要課題である。し

たがって、育児休業やその後の職場復帰に係る財政的な支援を行うほか、医療

従事者の育児休業中その職員の職務を行う育休等代替職員について、当該医療

機関が臨時的に雇用した場合、代替職員の所要経費に係る補助を要望する。 

さらに、医師の働き方改革すなわち医師の労働時間短縮が進むことになるな

かで医療を支えていくためには、医療従事者が働きやすい医療現場を提供する

ために、院内保育所の整備とともに、地域における病児保育の整備充実を要望

する。 

 

 

Ⅳ 医療従事者の能力向上関係 

 

１ 病院で働く医師の総合的診療能力開発支援事業 

病院の臨床現場で働く多くの医師は、特定の専門分野の研修を受けており、

初期臨床研修が一定の役割を果たしているとはいえ、自身の努力で総合診療を

学ぶことには限界がある。一方、高齢者の多疾病併存、認知症の増加及び虚弱

化等が進行しており、このような患者は、病院内の複数科の診療や複数の医療

機関を受診せざるを得ない状況にある。また、救急医療の場面では、専門分化

した医師の守備範囲の狭さや、生活の場に患者を帰す必要性を十分に認識して

いない、等が問題となっている。 

このような現状により、病院において医師の総合的診療技能を高めることが

急務となっている。医師が専門性を有しつつ、総合的診療能力の獲得を促すキ

ャリア支援事業を実施している病院団体に対して、経費補助を行う事を要望す

る。 
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Ⅴ 介護施設、介護従事者関係 

 

１ 外国人技能実習生受入れ事業への補助 

「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」が平

成２９年１１月に施行され、いくつかの病院団体も監理団体として許可を受け

ている。 

これら病院団体では発展途上国の介護レベル向上を担う人材育成を行うべ

く、介護人材の外国人技能実習生受入事業を実施している。また、２０１９年

４月から「特定技能」についても受入れを検討・推進しており、さらなる人材

育成を目指している。 

  ついては、外国人介護人材の円滑な受入れに資する取組みに対する財政的

支援を要望する。 

 

 

Ⅵ 地域医療介護総合確保基金関係 

 

１ 地域医療介護総合確保基金の十分な財源確保と公私の隔たりない配分 

  医療介護総合確保推進法に基づき各都道府県に設置された地域医療介護総

合確保基金に、消費税率１０％への引上げによる増収額を基に十分な財源を

確保するとともに、公私の隔たりなく適切な配分を行うことを要望する。 

 

２ 地域医療構想推進のための病床ダウンサイジング支援の充実 

地域医療構想の実現を図る観点から、医療機関の病床ダウンサイジングや統

廃合により病床を廃止する際、「令和２年度病床機能再編支援補助金」による

「病床削減支援給付金」「医療機関統合支援給付金」「病院の債務整理に必要な

借入資金に対する支援給付金」などの支援を、全額国庫負担により行うことと

なっている。 

こうした全額国庫負担による支援を今後も継続するとともに、実行に際して

病床当たり十分な支援を行えるよう、増額を要望する。 

併せて、休床や許可病床からの削減についても、地域医療構想の推進の観点

から、何らかの国庫補助が行われることを要望する。 
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Ⅶ 医療機関の ICT 化関係 

 

１ 医療情報化支援基金による、電子カルテの標準化等にかかる初期導入経費

への補助 

医療分野においてもＩＣＴを積極的に活用し、効率的かつ質の高い医療提供

体制の構築として、平成３１年度予算において、医療情報化支援基金が創設さ

れた。その対象事業として、電子カルテの標準化に向けた医療機関の電子カル

テシステム等を導入の支援などが記されているが、その措置の確実な実施と医

療機関における初期導入経費への補助金を要望する。 

 

２ 医療人材資源を補完するＩＣＴ・ロボット等の導入への財政的補助 

少子高齢化社会に向けて、医療現場においても働き手の減少が現実に起りつ

つある。人手を援助し、個々の生産性を向上させるには、ＩＣＴ・ロボット等

の活用は必須である。これらが医療現場で使われることにより、個々の生産性

向上が期待できる。そのための予算措置を要望する。 

 

３ オンライン資格認証の補助金拡充の延長  

令和 3 年 3 月からオンライン資格確認制度が開始され、同年 3 月末までに顔

認証付きカードリーダーを申し込んだ医療機関・薬局に対して、レセコン改修

等の補助として、事業額（病院で 3 台導入の場合 190.3 万円が上限）の実費補

助がなされることになっているが、同日以降の申し込みについては、事業額実

費の 1／2を補助することとなる。 

病院でレセコンの改修を行う場合、その費用は 190.3 万円の上限金額に収ま

らない。また、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、受付業務等の導線の

見直しが必要となるオンライン資格確認等システムの申し込みが、令和 3 年 3

月末日までに行うことができなかった医療機関も数多くある。 

医療機関への導入を促進するため、導入に際し想定される費用について項目

の細分化を行い、各項目について実勢に基づく標準費用を設定し事業額の上限

とするとともに、令和 3 年 4 月以降に顔認証付きカードリーダーを申し込んだ

医療機関に対しても、事業額実費の全額を補助することを要望する。 

 

４ 地域医療充実のためのオンライン（遠隔）診療補助（新設）  

新型コロナウイルス感染症による感染防止対策としても有効であり、また専
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門医が不足している地域ではとくに重要である遠隔医療は、医療の安全や永続

性が担保された安定したシステムとして地域医療充実にきわめて有用であり、

オンライン（遠隔）診療等、環境整備を充実させるための財政的補助を要望す

る。 

 

 

Ⅷ 社会の国際化等への医療の対応関係 

 

１ 外国人患者の受入れ体制の整備 

  外国人観光旅行客の増大や、東京オリンピック、パラリンピックの開催を

背景に、外国人患者の医療機関での受診ニーズが今後、一層高まっていく。

そのために医療機関において外国人患者に適切に対応するための人材（外国

人向け医療コーディネーター、医療通訳の配置）や設備等で外国人患者受入

れ体制を整備する医療機関への支援拡充を要望する。 

 

２ キャッシュレス決済等の多様な決済手段の整備 

現金以外の多様な決済手段の整備として、キャッシュレス決済が可能な体制

整備が求められている。しかし医療機関でクレジット決済に対応しているのは

ごく僅かであるため、それに対応できる新たな体制構築への財政的補助を要望

する。 

 

３ 治療と仕事の両立 

がん患者、難病患者、若年性認知症患者等について、治療と仕事の両立を図

るために、医療機関が両立支援の相談体制を整える等のサポート体制の構築は

必須である。 

平成３０年度診療報酬改定では、がん患者については治療と仕事の両立に向

けた支援策が講じられ（療養・就労両立支援指導管理料、相談体制充実加算）、

令和２年度改定では脳卒中、肝疾患、難病が対象疾患として追加されたが、今

後も支援手段を診療報酬に限定せず、がん患者以外にも若年性認知症患者等の

幅広い層を対象として予算措置を講じる事を要望する。 
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Ⅸ 障害保健福祉関係 

１ 精神科救急医療体制整備事業にかかる事業費の拡充 

 地域包括ケアシステムの構築にとって、精神科救急医療サービスおよび同制

整備事業の維持・推進は欠かせない。地域で生活する精神障害者の病状の急変

時において、早期に対応が可能な医療体制及び精神科救急情報センターの相談

体制を確保するため、精神科救急医療体制整備事業費の拡充を求める。 

 

２ 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の取り組みに関する予算

の創設 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築推進事業が令和３年度

も継続されているが体制整備のみに終始しており、普及が進んでいない。体制

整備のみならず具体的な取り組みに対して老健局「地域支援事業」と匹敵する

予算創設を要望する。 

 

 

Ⅹ 災害対策関係 

 

１ 災害派遣精神医療チーム（DPAT）整備費の新設 

災害時等の緊急時においても専門的な心のケアに関する対応が円滑に行わ

れるよう災害派遣精神医療チーム（以下、DPAT）の設置は必須であり、内閣府

の防災基本計画では国及び都道府県に整備に務めるよう求めており、多くの民

間精神科病院が DPAT に参加している。その資機材の整備に関しては自己負担

となっており不合理である。都道府県が指定した DPATを有する病院に対して、

DPAT資機材整備に関する補助事業の新設を要望する。 

 

２ 災害拠点精神科病院設備整備事業の拡充 

災害拠点精神科病院は東日本大震災、熊本地震災害や常総大洪水災害などの

被害や令和元年台風 15号、19号など勢力の強い台風などの被害など大小の災

害が頻発している状況を鑑み、一刻も早く全ての都道府県に複数の整備が必要

である。 

その促進のために令和２年度第三次補正予算案「災害拠点精神科病院設備整

備事業」の拡充を要望する。 
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３ DPAT 事務局事業費予算の大幅な拡充 

平成 28年熊本地震以降、都道府県における DPAT体制整備が進み、それに伴

い DPAT 事務局に対し研修等の要望が増大している。一方で、大規模災害のみ

ならず、大雨等の局所災害においても休日夜間問わず、厚生労働省より情報収

集を求められている。また、新型コロナのクラスター発生病院への DPAT の関

与も期待されるところである。DMAT 事務局と同等の体制が取れるように DPAT

事務局事業費の大幅な拡充を要望する。 

 

 

４ 震災及び火災時等において医療機関の非常用設備が適切に機能するよう当

該設備の保守に係る財政的支援 

東日本大震災に始まる近年の災害等の増加により、医療機関が適切に機能す

るためにも事前防災を含む非常用設備の維持管理は重要な責務となっている。

しかしその一方で、最近では建築基準法の定期報告制度の改正による防火設備

の点検の追加、消防法改正による自家発電設備の点検方法が改正され、非常用

設備の保守費が年々増加しており医療機関の経営を圧迫している。医療行為に

対して支払われる診療報酬ではこれらの保守費の増加に関して直接手当がな

されておらず、定期的に発生するこれらの多大な費用によって医療機関の負担

は増える一方である。全ての医療機関は災害時等において必要不可欠である社

会インフラであり、その診療機能を継続させていくためにも、防災設備や自家

発電設備等の非常用設備の保守費に関して継続的な財政的支援を要望する。 

 

５ 病院の耐震化対応のための補強工事や建替えに対する財政的支援 

すべての病院は災害発生時に被災した方々を救うための社会インフラであ

るため、災害発生時に診療機能を十分に発揮できるよう、耐震対策を進める必

要がある。 

しかし、耐震改修には多額の資金が必要であり、それを調達できない病院が

多いことから、病院全体の耐震化率は７６．０％に止まっている（令和元年９

月現在）。震度６強程度の地震により倒壊、崩壊する危険性が高い Is値０．３

未満の病院も相当数存在する。 

今後予想される南海トラフ地震等の大震災に一刻も早く備えるためには、耐

震化率の引上げが急務である。 
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そこで耐震対策緊急促進事業（国土交通省補助事業）の枠をさらに拡大し、

耐震改修促進法による「要緊急安全確認大規模建築物」に該当する病院につい

ては、工事等に必要な資金の１／２以上を金額限度なしに補助する予算措置を

要望する。 

厚労省の補助金・交付金による医療施設耐震化促進事業や医療施設等耐震整

備事業の拡大、災害拠点病院や救命救急センター、病院群輪番制病院等に限ら

ず広く病院一般の耐震診断、耐震改修への支援措置を求める。 

また、スプリンクラー、火災通報装置、防火扉等の設置、非常用発電の地上

化への助成を要望する。 

 

６ 震災・火災・水害等の災害からの復旧・復興への継続的な支援及び適時適

切な支援を実施するための仕組み作りに関する予算の確保 

  平成 28年熊本地震をはじめ、近年、平成 30年 7月豪雨や、平成 30年北海

道胆振地方中東部を震源とする地震、令和元年台風第 19号等、大規模な自然

災害が頻発しており、各地で大きな被害が発生している。 

まず、現状回復にかかる費用については、医療施設等災害復旧費補助金があ

るが、この補助金はあくまで復旧に要する費用に対してのものであり、恒久対

策には他の補助金を含めて一切の補助制度がない。災害を経て必要と思われる

止水設備設置、非常用電源用給油タンクの強靭化や液体酸素設備の防水対策な

どの防災施設の設置に伴う増改築工事についても補助の対象とするよう制度

の新設或いは現行補助金の補助対象の拡大を要望する。 

  また、災害が発生したとしても、急激に増加する可能性がある各種医療が

円滑に提供できるよう、災害拠点医療機関以外の医療機関においても、あら

かじめ病院の立地についてアセスメントを行う経費、その結果に基づく防災

対策に必要な費用、更には場合によってはより安全な地点への移転あるいは、

建て替えの際の嵩上げ等に必要な費用等に関する新た補助制度を創設するよ

う要望する。 

さらに、被災地の復興には長期にわたりきめ細かな支援が必要なことから、

「被災地における心のケア支援体制の整備」「被災者に対する見守り・相談体

制等の推進」等の事業について、引き続き財源の確保、事業の継続を要望する。 

また、災害に際して公私の隔たりのない支援を行う仕組みづくりのための財

源確保を、併せて要望する。 
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Ⅺ 調査研究関係 

 

１ 病院給食に関する抜本的な構造の転換に係る研究のための財政的支援 

  今日の病院給食は、病院における調理師確保の慢性的困難による人員不足

と、近年の材料費・委託費の増加に伴う収支の悪化という問題を抱えている。

さらに、働き方改革の推進に伴い病院給食業務についても対応が求められて

いる。病院給食業務に係る作業内容の見直し、院内で取り扱う食種の集約、

セントラルキッチン方式や急速冷却調理・加工機を使用する新調理システム

の導入などが求められるが、長期的な視野に立って病院給食の持続可能性を

考慮した際、それらの対応だけでは必ずしも十分とは言えない。当該業務に

係る事情は首都圏や首都圏周辺、地方都市、中山間地域や離島など全国各地

で異なると予測されることから、まずは実態調査を行い、各病院で取り組ん

でいる画期的な改善策の収集・共有を進め、それぞれの地域事情等を考慮し

た対策の検討が必要である。 

ついては、病院給食に関する抜本的な構造の転換に係る研究のための補助を

要望する。 

 

２ 病院業務に係るタイムスタディ調査 

  病院は外来・検査・手術・入院といった様々な診療機能を有しており、入

退院センター・給食（栄養）部門・医事部門・経理部門・用度部門など間接

部署も多岐にわたる。 

「初診患者（紹介状なし、紹介状あり）の初回来院時にどのような職種がど

れだけの時間（人件費）をかけて対応しているのか」「入院前支援のためにど

のような職種がどれだけの時間（人件費）をかけて対応しているのか」といっ

た複数の事例について、業務フローを整理し、効率的な業務のあり方を検討す

るとともに、それら業務に対して人件費がどのように発生しているのかという

コスト構造を分析するための補助を要望する。 

 

３ 新型コロナウイルス感染症対策に関する調査研究実施のための財政的支援  

新型コロナウイルス感染症の流行は、医療界のみならず社会全体に大きな影

響与えており、その収束が見えない中、特に医療提供体制という観点から各地

域で初めての経験を手探りの中で対応するという状況が続いている。 
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このような現状を受け、次の医療計画では５疾患 6事業と新たな事業として

新興感染症を記載事項として追加することが決まっている。しかしながら、各

地域で異なる医療提供体制の上に成り立つ新興感染症対策については、丁寧で

詳細な検証作業が不可欠である。 

  例えば、コロナ専用病院の設定と地域を挙げての支援など、今振り返れば

こうすればよかった、ということを含めて、地域を幾つかの類型に整理した

上で、理想的な対策とその実現に向けての課題とその対策を示すことは、有

事の地域医療提供体制の具体的なあり方を示す一助になると思料する。 

ついては、第八次医療計画策定に向け、新型コロナウイルス感染症対策の検

証に関する研究のための補助を要望する。 

 

 

Ⅻ 医療分野の研究開発関係 

 

１ 医療分野の研究開発の促進 

我が国の医療分野の研究開発を推進するには、研究開発にかかる研究者がそ

れぞれの職能を研鑽し、専門性を深化させるため、安定した研究環境を得るこ

とが不可欠である。しかし、今般の新型コロナウイルス感染症に対する臨床研

究や治験等の実施においては海外諸国に比べ、ワクチン開発をはじめとした対

応に遅れが生じるなど、国際競争力が著しく低下してきている。 

ついては、医学系研究に係る専門職種等の拡充に取組むとともに、研究情報

を国内外に発信できる人材を育成し、研究開発促進を図るための十分な予算措

置を要望する。 

 

 

ⅩⅢ 環境への配慮 

 

１ 医療機関における省エネルギー設備投資に係る財政的補助 

政府が掲げる 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、医療機関の省エネ

ルギー対策を強化・推進することが急務となっている。そのため、医療機関の

省エネルギー対策を促進するための設備投資に係る財政的補助の充実を要望す

る。 


